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1. はじめに
接合部に非線形な剛性特性を有する半剛結鋼骨組は一

般に剛結鋼骨組と比較して変形しやすい構造であること
から，特に耐震安定性の問題が指摘されてきた．しかし
ながら，著者らの過去の研究成果 1) により半剛結鋼骨
組は剛結鋼骨組と比較して，最大応答変位は若干増加す
る傾向にあるものの，断面力値 (曲げモーメント，層せ
ん断力)は低減することなどから，動的挙動特性は必ず
しも不利ではないこと等を明らかにしてきた．
しかしながら，既往の研究の多くは，低 ·中層骨組を

対象としたものであり，半剛結接合の高層多径間骨組へ
の適用性に関する検討については，一部行われているも
のの，接合部剛性特性の影響などに関する詳細な検討を
行うまでに至っていない．
このような観点より，本研究では，半剛結接合の高層

多径間骨組への適用性に関する詳細な検討を目的とし
て，半剛結接合と剛結接合を併用した 8層 4径間骨組を
対象に，地震応答解析を行った．ここでは，接合部の剛
性特性を 4種類に変化させ，かつ卓越振動数の異なる 2
種類の地震波形について検討を行った．さらに，半剛結
接合と剛結接合の組み合わせを 3種類に変化させた場合
についても検討を加えている．なお，解析には動的汎用
構造解析プログラムである LS-DYNAを使用している．

2. 数値解析仮定
2.1 骨組のモデル化
図－1には本解析に使用した 8層 4径間骨組を示して

いる．図中には形状寸法，使用形鋼および柱番号を示し
ている．使用形鋼に関しては AISC - LRFD 2) 規準に準拠
している．表－1にはその物性値を示している．また，
柱番号を明確にするため，図の左側から柱番号 1～ 5と
定義することとする．
本研究では，図－2に示すような半剛結接合と剛結接

合を組み合わせた 3ケースと全ての接合部を剛結接合と 8  M-   r θ

(a)  1 (b)  2 (c)  3

図－ 2 各組み合わせケース

した場合 (以下，剛結骨組)の計 4ケースに対して検討を
行った．すなわち，ケース 1は両外側柱および径間方向
中心柱を剛結接合とし，それ以外を半剛結接合とする場
合，ケース 2は両外側径間を剛結接合とし，半剛結接合
を中央部に集中させる場合，ケース 3は両外側径間を全
て半剛結接合とする場合である．なお，いずれのケース
についても半剛結接合部の総数は 28である．
載荷荷重は AISC - LRFD規準に基づいて屋根部にWR

= 12.41 kN/m，床部にはWF = 37.08 kN/mを設定している．
解析精度を確保するために柱材を 10分割，梁材を 16分
割し，梁材に作用する死荷重WR およびWF は等価な集
中質量として梁材節点に付加することとした．

表－ 1 鋼材の物性値

鋼種
弾性係数 降伏応力 ポアソン比 単位体積質量
Es (GPa) σy (MPa) νs ρs (kg/m3)

A36 206 250 0.3 7.85 × 103
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図－ 1 解析対象骨組
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図－ 3 鋼材の応力－ひずみ関係
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図－ 4 Independent Hardening Model
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図－ 5 解析に用いた M–θr 曲線と
EC3分類法の比較

表－ 2 接合部特性ケース一覧

接合部特性
初期剛性 Rki

8EsIb/Lb 20EsIb/Lb

限界曲げ 0.5 Mpb R8-M0.5 R20-M0.5
耐力 Mu 1.0 Mpb R8-M1.0 R20-M1.0

表－ 3 ケース別固有振動数一覧

解析ケース
最低次固有振動数 fln (Hz)

Rki = 8EsIb/Lb Rki = 20EsIb/Lb

ケース 1 0.554 0.580
ケース 2 0.561 0.581
ケース 3 0.558 0.580
剛結接合 0.602

また，部材の塑性化の影響を考慮するために，梁材お
よび柱材の応力－ひずみ関係は 図－3に示すような降
伏後の塑性硬化係数 H ′ を考慮したバイリニアモデルを
適用した．また，鋼材の構成則は移動硬化則を採用し，
降伏の判定は von Misesの降伏条件に基づいている．
2.2 接合部のモデル化
本研究では，接合部挙動は曲げモーメントMによる相

対回転角 θr が支配的であると判断し，軸力およびせん
断力による変形は無視することとした．すなわち，柱－
梁接合部には，曲げモーメントに関する非線形な回転
バネのみが存在するものとして，構成則のモデル化を
行っている．また，履歴挙動特性に関しては，単純で
比較的履歴挙動特性をよく表現していると考えられて
いる Independent Hardening Model3) を用いることとした．
図－4にその挙動特性の概略を示している．なお，この
ような履歴特性に関しては，LS-DYNAにあらかじめ組
み込まれている離散要素を用いて定義している．
2.3 接合部剛性評価
本研究では，柱－梁接合部の非線形な M−θr 特性評

価モデルとして，三要素パワーモデルを採用した．この
モデルは，接合部初期剛性 Rki，形状指数 nおよび限界
曲げ耐力Mu の 3つのパラメータから構成されるもので
ある．図－5には本解析で用いたM−θr 曲線と Eurocode
34) (以下，EC3)で規定されている接合部に関する分類法
を比較して示している．本研究では，上述の 3パラメー
タを EC3における剛結接合と半剛結接合の境界線に漸
近するように，unbraced frameの場合には Rki = 20 EsIb/Lb，
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図－ 6 解析に用いた入力地震波形 (100 gal)

n = 2，Mu = 1.0 Mpb と設定し，また，braced frameの場合
に Rki = 8 EsIb/Lb，n = 3，Mu = 1.0 Mpb と設定したケース，
さらに，上述の 2つの曲線について，限界曲げ耐力 Mu

を 1/2とした場合の計 4ケースについて検討を行ってい
る．これら接合部特性を分かりやすく表現するために，
表－2に示すように接合部特性を定義することとした．
ここで，EsIb：梁材の曲げ剛性，Lb：梁材長，Mpb：梁材
の全塑性曲げモーメントである．
2.4 地震応答解析
本研究では，接合部剛性や，その履歴挙動特性が高層

多径間骨組に及ぼす影響を詳細に検討するために，入力
加速度波形として卓越振動数の異なる 2種類の実地震波
を所定の加速度に正規化して解析を行っている．図－6
には，本解析で使用したエルセントロ NS成分波形，お
よび JR鷹取駅 EW成分波形を 100 galに正規化したもの
を示している．
解析は入力加速度を 100 gal～ 600 galまで 100 gal毎に

正規化した入力地震波形を物体力として，骨組要素およ
び集中質量に作用させることにより行った．なお，解析
時間は主要動を含む 10秒としている．
表－3には，半剛結接合部の剛性を線形剛性として初

期剛性 Rki を仮定した場合の各組み合わせケースにおけ
る最低次固有振動数を，剛結骨組の場合と比較して示し
ている．表より，Rki = 20 EsIb/Lb とした場合の骨組の固
有振動数は，その組み合わせにかかわらず剛結骨組と比
較して 3 %程度小さいことが分かる．また，初期剛性 Rki

= 8 EsIb/Lbとした場合には，Rki = 20 EsIb/Lb とした場合と
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図－ 7 応答波形の一例 (ケース１，エルセントロ NS成分波形 300 gal，限界曲げ耐力 Mu = 0.50 Mpb)
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図－ 8 ケース 1接合部履歴曲線 (3層目)
エルセントロ NS成分波形 αi = 300 gal

比較して 4 %程度小さい．なお，減衰定数 hは表－2に
示す最低次固有振動数に対して質量比例型減衰を採用
し，h = 2 %と設定している．

3. 解析結果および考察
3.1 各種応答波形
図－7(a) には，基部曲げモーメント波形の一例とし

て，エルセントロ NS成分波形を 300gal，接合部限界曲
げ耐力 Mu = 0.5 Mpb と設定した場合の解析結果の一例と
して，ケース 1の解析結果を R8-M0.5と R20-M0.5のケー
スで比較して示している．なお，着目点は中央径間柱
(柱番号 3)基部である．図より，半剛結骨組の応答値は
初期剛性の違いにかかわらず，剛結骨組の応答値よりも
低減していることがわかる．これは半剛結接合部の履
歴挙動に伴う減衰効果が発揮されたためと推察される．
また，初期剛性の違いによる影響を比較すると，応答波
形の周期に若干のずれが生じている．これは，初期剛性
の違いや，接合部の非線形な剛性特性によって骨組全体
の剛性が変化するためと考えられる．
図－7(b)には，図－7(a)と同様の場合での応答変位波

形を示している．なお，着目点は柱番号 1の上端である．
また，図には最大応答変位の発生時間とその値を示して
いる．図より，最大応答変位は剛結骨組の応答値よりも
若干大きく示されている．また，初期剛性 Rki = 8 EsIb/Lb

の場合には，最大応答変位が若干大きく示されている．
図－8には接合部履歴曲線分布を示している．着目点

は 3層目半剛結接合部 (図－2参照)である．また，図中
の Ea は接合部のエネルギー吸収量を示しており，履歴
ループで囲まれる面積で評価されるものである．図よ
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図－ 9 最大基部曲げモーメント

り，初期剛性による影響を比較すると，初期剛性 Rki = 8
EsIb/Lb の場合が Rki = 20 EsIb/Lb の場合より吸収エネル
ギー量が小さく示されている．これは，半剛結接合部が
線形的な挙動を示すため，接合部の非線形性が発揮され
ず履歴挙動に伴う減衰効果が小さくなったためと考えら
れる．
図－9には，エルセントロ NS成分波形を入力した場

合の各組み合わせケースにおける最大基部曲げモーメン
トを，接合部限界曲げ耐力 Mu = 0.5 Mpb の場合について
示している．なお，図中のMpc は柱材の全塑性曲げモー
メントを示している．図より，入力加速度 αi ≤ 400 gal
では，応答値は入力加速度の増加に伴い線形的に増加し
ており，αi > 400 galでは，全塑性曲げモーメントに達し
柱材基部に塑性化が進行していることがわかる．また，
初期剛性の影響について比較すると，図－8に示したよ
うに，初期剛性 Rki = 8 EsIb/Lb の場合には，履歴挙動に
伴う減衰効果が小さくなるため，最大基部曲げモーメン
ト値は大きく示されている．さらに，ケース 1は他の 2
ケースと比較して応答値が小さく示されていることがわ
かる．
3.2 入力地震波形の違いによる影響
ここでは，卓越振動数の異なる地震波形を入力する場

合の影響を検討するため，エルセントロ NS成分波形と
JR鷹取駅 EW成分波形を入力する場合の解析結果につ
いて，比較 ·検討を行うこととする．なお，紙面の都合
上，ケース 1を対象とし，変形量のみに着目して検討を
行うこととする．
図－10には，エルセントロ NS成分波形と JR鷹取駅

EW成分波形を入力した場合の各層における接合部最大
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図－ 10 層ごとの接合部最大相対回転角　 (ケース 1)
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図－ 11 層間変形角の包絡線分布の比較　 (ケース 1)

相対回転角を接合部特性毎に比較して示している．図よ
り，JR鷹取駅 EW成分波形を入力した場合には，エルセ
ントロ NS成分波形を入力した場合と比較して，各層で
の最大相対回転角が大きく示されている．これは，JR鷹
取駅 EW成分波形の卓越振動数 ( fp � 0.9)が骨組の固有
振動数 ( fln � 0.5)に近接しているため，共振に近い応答
を示していることによるものと考えられる．また，接合
部剛性特性による影響を見ると，初期剛性の大きさにか
かわらず接合部限界曲げ耐力Mu = 0.5 Mpb の場合に最大
相対回転角が大きく示されている．しかしながら，半剛
結接合部を対象とした既往の実験によって得られた限界
回転角 (40 mrad.) 5) に達しているものは無く，本解析に
おいては接合部最大相対回転角は，設計基準を満足する
結果になっている．
図－11 には，層間変形角の包絡線分布を R8-M0.5 と

R20-M1.0のケースで剛結骨組の場合と比較して，2つの
入力地震波形を 200 galで入力した場合について示して
いる．層間変形角は柱番号 1の層間変位 δin を層高 hで
除す形で算出している．エルセントロ NS成分波形を入
力した場合には，剛結骨組と比較すると接合部特性によ
らず 6層目より上層で大きくなる傾向にある．また，JR
鷹取駅 EW成分波形を入力した場合には，層間変形角は
増大し R8-M0.5では剛結骨組よりも大きくなっているも
のの，R20-M1.0の場合には剛結骨組とほぼ同程度の値
に抑制されている．これにより，接合部の接合部特性を

適切に設定することで，層間変形角を剛結骨組と同程度
に抑制することが可能であることがわかる．

4. まとめ
本論文では，半剛結接合の高層多径間骨組への適用性

について，接合部M−θr 曲線の組み合わせを 4種類に変
化させた 8層 4径間骨組を対象に，入力地震波形を 2種
類に変化させ地震応答解析を実施した．本研究により得
られた結果を整理すると以下のようになる．

1) 半剛結接合を組み合わせた高層多径間骨組の最大応
答変位は剛結骨組の値と同程度か増大する傾向にあ
るものの，断面力値は接合部剛性特性の変化によら
ず低減する．

2) 入力地震波形の卓越振動数が骨組の固有振動数に近
接した場合には，共振に近い振動状態となるため骨
組全体の変形量は増大するものの，接合部相対回転
角は設計基準の許容範囲内であった．

3) 層間変形角については，適切に接合部特性を設定す
ることにより，剛結骨組の場合とほぼ同程度に抑制
することが可能である．

4) 本解析結果より，適切に接合部特性を設定すること
で，高層多径間骨組への半剛結接合部の適用が可能
であることがわかった．
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